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(57)【要約】
　高粘度、高処理量及び薄いポリマーフィルムの組合せ
のための縦型重力流駆動重合反応装置用バンドルアセン
ブリが提供される。このバンドルアセンブリは、重合が
行われるのに充分な液体ホールドアップ時間を依然とし
て達成しながら、反応装置の雰囲気と接触する表面積の
大きい遊離液体表面を提供する固定内部部材を含む。こ
のバンドルアセンブリは、１つ又はそれ以上の固定フィ
ルム発生体を含む。このバンドルアセンブリは更に、フ
ィルム支持構造体の１つ又はそれ以上の固定配列を含む
。フィルム支持構造体のそれぞれは第１の側面及び第２
の側面を有する。フィルム支持構造体の両側面には流動
ポリマーが被覆される。バンドルアセンブリ中の部材の
垂直配置は、ポリマー溶融体を、バンドルアセンブリを
組み込む反応器内部の縦方向の長さを滝のように落下さ
せる。本発明はまた、本発明のアセンブリを組み込む重
合反応装置及び本発明のアセンブリを使用することによ
ってポリマー溶融体の重合度を増大させるための方法を
提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリマー溶融体を重合させるための垂直に配設された重力流駆動重合反応装置用バンド
ルアセンブリであって、前記バンドルアセンブリが、
　ばらつきのないクリアランスを有する、水平方向に間隔をあけて配置された実質的に垂
直な逐次表面を有するように整列された１つ又はそれ以上のフィルム支持構造体（各フィ
ルム支持構造体は第１の側面と第２の側面を有する）の第１の固定配列；並びに
　ポリマー溶融体を細分し且つポリマー溶融体をフィルム支持構造体に向けて誘導するフ
ィルム支持構造体の第１の固定配列の上方に位置付けられた１つ又はそれ以上の固定フィ
ルム発生体を含んでなり、
　ポリマー溶融体が前記バンドルアセンブリを通って流れるときに、細分されたポリマー
溶融体の第１の部分が重力下で各フィルム支持構造体の第１の側面を流れ且つポリマー溶
融体の第２の部分が重力下で各フィルム支持構造体の第２の側面を流れるようにされたバ
ンドルアセンブリ。
【請求項２】
　前記の実質的に垂直な表面が実質的に平行である請求項１に記載のバンドルアセンブリ
。
【請求項３】
　各フィルム支持構造体が、水平面に対して、約６０度又はそれ以上の角度に配置された
請求項１に記載のバンドルアセンブリ。
【請求項４】
　各フィルム支持構造体が水平面に対して約８０度より大きい角度に位置付けられ、フィ
ルム支持構造体の固定配列が、１つ又はそれ以上の列を形成するように配置され、各列が
等しい高度に位置付けられた、水平方向に間隔をあけて配置されたフィルム支持構造体を
有する請求項１に記載のバンドルアセンブリ。
【請求項５】
　前記バンドルアセンブリがフィルム支持構造体の１つ又はそれ以上の追加の固定配列を
更に含み、前記追加の固定配列がそれぞれ１つ又はそれ以上の追加の垂直に配置された列
の形態に配置され、各列が等しい高度に位置付けられた、水平方向に間隔をあけて配置さ
れたフィルム支持構造体を有し、前記追加の配列が、ポリマー溶融体を第１の固定配列か
ら最低の固定配列まで流すように前記バンドルアセンブリが構成されるように最低の固定
配列を含む請求項１に記載のバンドルアセンブリ。
【請求項６】
　フィルム支持構造体の配列の各フィルム支持構造体が中実板を含む請求項１に記載のバ
ンドルアセンブリ。
【請求項７】
　フィルム支持構造体の配列の各フィルム支持構造体が有孔フィルム支持構造体を含む請
求項１に記載のバンドルアセンブリ。
【請求項８】
　フィルム支持構造体の配列の各有孔フィルム支持構造体が、ワイヤークロス若しくはフ
ァブリック、メッシュ状スクリーン、パンチングメタル又はエクスパンデッドメタルシー
トから成る請求項７に記載のバンドルアセンブリ。
【請求項９】
　前記有孔フィルム支持構造体が約０．２５～約３インチの開口部を有する請求項８に記
載のバンドルアセンブリ。
【請求項１０】
　フィルム支持構造体の配列の各フィルム支持構造体が１組の実質的に垂直で且つ実質的
に平行なワイヤー、ロッド又はチューブを含む請求項１に記載のバンドルアセンブリ。
【請求項１１】
　フィルム支持構造体の配列の隣接フィルム支持構造体間の水平距離が、定常状態運転の



(3) JP 2008-540734 A 2008.11.20

10

20

30

40

50

間にポリマー溶融体がバンドルアセンブリを通って流れるときに、細分され且つ独立した
ポリマー溶融体流のそれぞれが各フィルム支持構造体間の距離の少なくとも１０％の厚さ
を有するような距離である請求項１に記載のバンドルアセンブリ。
【請求項１２】
　フィルム支持構造体の配列の各フィルム支持構造体が水平方向に隣接したフィルム支持
構造体から約０．５～約１０インチの距離だけ隔てられた請求項１に記載のバンドルアセ
ンブリ。
【請求項１３】
　前記ポリマー溶融体フィルム発生体がフィルム発生体の真下のフィルム支持構造体の配
列を構成する各フィルム支持構造体に向かう１つ又はそれ以上のポリマー流を作る請求項
１に記載のバンドルアセンブリ。
【請求項１４】
　垂直に配設された収納内に設置された請求項１に記載のバンドルアセンブリを含む重合
反応装置。
【請求項１５】
　前記の１つ又はそれ以上の支持構造体が円筒状の構造、らせん状の構造及び実質的に垂
直であるが非平行な表面を有する構造からなる群から選ばれた部材を含む請求項１に記載
のバンドルアセンブリ。
【請求項１６】
　ポリマー溶融体の重合度を増大させる方法であって、
　ａ）ポリマー溶融体がバンドルアセンブリを通って流れるときにポリマーの一部が重力
下で各フィルム支持構造体上を下向きに流れながら各フィルム支持構造体を被覆するよう
な充分なクリアランスを有する、水平方向の間隔をあけて配置された実質的に垂直な逐次
表面を有するように整列されたフィルム支持構造体の固定配列；及びポリマー溶融体を細
分し且つフィルム支持構造体に向けて誘導するように位置付けられた、フィルム支持構造
体の配列の上方に位置付けられた１つ又はそれ以上の固定フィルム発生体を含むバンドル
アセンブリ中に、ポリマー溶融体の重合に充分な温度及び圧力においてポリマー溶融体を
導入し；
　ｂ）得られた、ポリマー溶融体の自由表面を反応装置の雰囲気に暴露し；そして
　ｃ）前記バンドルアセンブリからポリマー溶融体を取り出す（バンドルアセンブリから
取り出されたポリマー溶融体はポリマー溶融体をバンドルアセンブリに導入した時点より
も高い重合度を有する）
ことを含んでなる方法。
【請求項１７】
　前記バンドルアセンブリが等しい高度の列を形成するようにフィルム支持構造体の配列
を配置することを更に含み、フィルム支持構造体の前記列が垂直に配置され、全ての追加
の列がフィルム支持構造体の第１の列の下方に垂直に位置付けられ、前記の１つ又はそれ
以上の追加の列の各列が、最も低い位置の列を除いて、重力下で垂直方向に隣接するより
低い列にポリマー溶融体を移すように構成される請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　フィルム支持構造体の１つ又はそれ以上の追加の列を、前記工程ｃ）の前にポリマー溶
融体と接触させることを更に含む請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記温度が約２５０～約３２０℃である請求項１６に記載の方法。
【請求項２０】
　前記圧力が約０．２～約３０トルである請求項１６に記載の方法。
【請求項２１】
　前記フィルム支持構造体のそれぞれが、水平面に対して約６０°又はそれ以上の角度で
位置付けられた請求項１６に記載の方法。
【請求項２２】



(4) JP 2008-540734 A 2008.11.20

10

20

30

40

50

　フィルム支持構造体の配列中の各フィルム支持構造体が中実板を含む請求項１６に記載
の方法。
【請求項２３】
　フィルム支持構造体の配列の各フィルム支持構造体が有孔フィルム支持構造体を含む請
求項１６に記載の方法。
【請求項２４】
　フィルム支持構造体の配列中の各フィルム支持構造体が、ワイヤークロス若しくはファ
ブリック、メッシュ状スクリーン、パンチングメタル又はエクスパンデッドメタルシート
からなる請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　前記有孔フィルム支持構造体が約０．２５～約３インチの開口部を有する請求項２４に
記載の方法。
【請求項２６】
　フィルム支持構造体の配列中の各フィルム支持構造体が、１組の実質的に垂直で且つ実
質的に平行なワイヤー、ロッド又はチューブを含む請求項１６に記載の方法。
【請求項２７】
　ポリマー溶融体を重合させるための垂直に配設された重力流駆動重合反応装置用のバン
ドルアセンブリであって、前記バンドルアセンブリが、
　ばらつきのないクリアランスを有する実質的に垂直な逐次表面を有するように整列され
たフィルム支持構造体の第１の固定の列；及びポリマー溶融体を細分し且つフィルム支持
構造体に向けて誘導するように位置付けられた、フィルム支持構造体の第１の固定の列の
上部に位置付けられた１つ又はそれ以上の固定フィルム発生体を含んでなり、フィルム支
持構造体の前記第１の固定の列が、ポリマー溶融体が任意のフィルム支持構造体と接触す
るときにポリマー溶融体が重力下で下向きに動くことによって、前記細分したポリマー溶
融体の第１の部分が重力下で各フィルム支持構造体の第１の側面を流れ且つ前記ポリマー
溶融体の第２の部分が重力下で各フィルム支持構造体の第２の側面を流れるように、前記
フィルム発生体に対して位置付けられたバンドルアセンブリ。
【請求項２８】
　フィルム支持構造体の１つ又はそれ以上の追加の固定の列（各フィルム支持構造体は第
１の側面と第２の側面を有する）；及び１つ又はそれ以上の追加のフィルム発生体（前記
追加のフィルム発生体を前記追加の列のそれぞれの上部に位置付けることよって、第１の
固定の列から、存在するならば任意の中間の固定の列を通って、最低の固定の列までポリ
マー溶融体が流れるようにバンドルアセンブリが構成される）を更に含む請求項２７に記
載のバンドルアセンブリ。
【請求項２９】
　フィルム支持構造体の列中の各部材が、水平面に対して約６０度より大きい角度に位置
付けられた請求項２７に記載のバンドルアセンブリ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、線状ポリエステル及びコポリエステルのような重縮合生成物の製造用装置に
関する。更に詳しくは、本発明は、縦型重合反応装置用の改善された棚段設計に関する。
【背景技術】
【０００２】
　重縮合反応によるポリエステル及びコポリエステルのようなポリマー材料の製造方法は
、分子のポリマー官能基が互いに反応して分子鎖のより長い分子を生成するので、副生成
物の遊離を必要とする。典型的には、ポリマー分子を増成させるためには、反応混合物か
らのこれらの遊離副生分子の抽出が必要である。副生化合物を除去しなければ、化学平衡
によって、形成されるポリマー鎖の長さが抑えられるであろう。これらの重縮合反応系の
多くにおいて、遊離副生物の好ましい抽出方法は、反応混合物からの副生物の蒸発である
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。
【０００３】
　副生物の蒸発及び重縮合材料の随伴製造を促進するために、種々の反応装置設計及び多
段階反応系が設計され、操作されてきた。このような重縮合反応（少なくとも、低分子量
～中分子量のポリマー材料の製造のための）の最も経済的な設計は、一連の撹拌槽型反応
器である。これらの反応器系においては、熱伝達及び気液表面積更新の増進に機械的撹拌
、サイホンリボイラー及び／又は単純な気泡撹拌を用いて、多量の材料を製造することが
できる。残念ながら、ポリマー溶融体（polymer melt）の粘度は、重合度（ＤＰ）の増大
につれて劇的に増大する。その結果、撹拌機設計の実際的限界のため、これらの材料の高
粘度は気液表面の更新能力を大幅に低下させ、従って撹拌槽型反応器の物質移動効率を低
下させる。
【０００４】
　前記の欠点に加えて、他の運転パラメーターも、重縮合プロセスにおいて制限される可
能性がある。例えば、反応副生物の反応速度及び揮発度を増加させるために、より高い温
度が望ましい可能性がある。副生物のより高い揮発度は、反応混合物中の副生物の濃度を
低下させ、それによって重合反応を推進する。しかし、分解反応に対するポリマー材料の
温度感受性が、重合度を増す手段としての高温化の使用を制限する。同様に、副生物の揮
発度は、低い運転圧の使用によって更に増加させることができる。しかし、極めて低い運
転圧は、低い運転圧及び真空源へのポリマー同伴の防止に必要な量の反応器蒸気空間を実
現するコストによって制限される。更に、ポリマープールの深さが、低圧重縮合反応器の
反応容積の有効利用を妨げる可能性がある。具体的には、反応混合物の過度な深さは、揮
発性副生物が逃散前に移動しなければならない拡散及び対流経路を増加させる。更に、ポ
リマープールの深さが増加するにつれて、プールの深い部分ほど大きい静水圧を受ける。
液体内のより高い局所圧は副生物の気泡の形成を抑制し、それが副生物の遊離、ひいては
重合の推進のための反応容積の有効利用を妨げる。
【０００５】
　前記理由から、重合度の増大には、単純な撹拌槽型反応器を特殊反応装置と置き換える
ことが必要である。このような特殊反応装置は、目的とする重合度を達成するために、１
つ又はそれ以上の前記運転限界を克服しなければならない。現在のところ、気液表面更新
の増進のための最善の２つの基本的なアプローチが、動的アプローチ及び静的アプローチ
として文献記載されている。
【０００６】
　第１のアプローチは、気液表面更新の増進に可動機械装置の使用を伴うので、動的アプ
ローチと称されるであろう。前述のように、気液表面更新の増進は副生物の遊離を促進す
る。動的アプローチの場合には、反応器壁を貫通する１つ又は複数の回転軸の周囲にシー
ルが必要である。これらのシールは、空気が反応器中に漏れるのを防ぐために維持しなけ
ればならない。また、動的アプローチの場合には、容器のサイズ及び生成物の粘度の増大
につれて、荷重の増加に対処するために、機械部材を大型化しなければならない。第２の
アプローチ、気液表面更新に可動装置を用いないので、静的アプローチと称することがで
きる。この後者のアプローチは、薄いポリマーフィルムの生成に、重力と垂直落下とを併
用する。典型的には、このようなポリマーフィルムは、垂直落下の間に棚段間を流れる。
薄いポリマーフィルムは、垂直落下フィルムによって作り出される剪断作用及び表面ター
ンオーバー作用と組み合わさって、副生物の遊離を増進することによって重合反応を駆動
する。
【０００７】
　重量と垂直落下（vertical drop）との併用を開示する先行技術の特許としては、特許
文献１～６が挙げられる。初期の棚段設計は、垂直方向に間隔をあけて配置された円形の
棚段（中空円と組合された中実円（full circle）及び分割された（segmented）円形）を
使用し、容器の断面積のほとんどを利用した。これらの円形棚段反応器は、利用可能な圧
力容器の水平断面の大部分を液体ホールドアップのために使用する。いくつかの設計にお
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いては、円形棚段に中空円形棚段が随伴することによって、ディスク－ドーナッツ配置が
形成された。従って、ポリマーは、棚段から棚段へと進むにつれて、円の縁から溢れた。
遊離された副生成物はこうして円形開口部と環状開口部を通って流れた。他の設計では、
棚段は、ポリマーが溢れてから次の棚に落下するように直線状の縁部を提供するように分
割された。分割された棚段設計はまた、ポリマーが溢れる直線状の縁部と気体状副生物が
通過できる容器壁との間に開口領域を提供した。しかし、いずれの設計の場合にも、棚段
からの蒸発副生物は、ポリマー溶融体が流れるのと同じ空間を通して強制的に流された。
この問題に対処するために、円形棚段の直径が、反応器の直径より若干小さくされた。得
られる環状空間を用いて、各棚段から逃散し且つポリマー流路外部の経路に沿って反応器
の蒸気排出ノズルに移動する蒸気の輸送を可能にした。単純な円形棚段設計の欠点は、デ
ッドゾーン（棚段上の、移動が非常に遅いか又は淀んだ領域）の存在である。これらの淀
んだ領域中のポリマーは、加熱され過ぎ（overcook）、過度に粘稠になり、架橋し且つ／
又は分解し、その結果として徐々に固化する傾向がある。最終的に、有効反応容積が減少
する。
【０００８】
　次の世代の設計者は、棚段の形状を円形から他の幾何学的形状に変化させた。彼らは、
反応容積として完全には有効でないデッドゾーンを排除した。デッドゾーンはポリマーの
加熱し過ぎによって高レベルの分解副生物と不良な色を生じる領域であるので、デッドゾ
ーンの排除はまた、生成物の品質を改善した。残念ながら、これらの非円形棚段は、円筒
形圧力容器の断面積の有効利用を増加させなかった。
【０００９】
　特許文献１及び２のより最近の発明の基本は、液体デッドゾーン領域を最小にし且つチ
ャネリングを防ぐポリマー溶融体の流路を提供しながら、円筒形圧力容器の断面積をより
効率的に利用する中空円形棚段である。最終的に、非円形棚段に比較して、液体保持に利
用できる棚断面積の約４０％の増加が得られた。棚段の中央開口部は、蒸気状副生物が除
去される煙突を提供した。
【００１０】
　しかし、前述のように、ポリマープールの深さがまた、低い運転圧においては反応容積
の有効利用を妨げる可能性がある。所定の運転圧（真空レベル）において、ポリマーの深
さの影響は、重合度に比例して増加する。これは、ポリマー末端基の濃度がポリマー鎖の
生長によって減少するために重合への化学平衡の駆動力が低下するためである。このため
、満足のいく結果を得るためには、ポリマー溶融体から重縮合副生物を遊離させるメカニ
ズムを更に増進させなければならない。より高い重合度においては、溶融体中に残る副生
物のレベルが充分に低くすることによって重合を効率的に進めることができるように、こ
れは必要である。しかし、もう１つの重要な要因は、重合がより高い重合度まで進むにつ
れて粘度が実質的に増加することである。
【００１１】
　充分に高い粘度においては、水平の棚段は、高いポリマー処理量と浅いポリマー深さの
両方の望ましい組合せを実現できない。Ｌｅｗｉｓらの設計（特許文献３）は、ポリマー
を傾斜棚段を流下させることによって、ポリマー深さをある程度制御する。逐次棚段の勾
配は、ポリマーがその経路に沿って重合するにつれて予想されるポリマーの粘度増加を考
慮して、増加される。ここに記載された発明においては、遊離気体が通過しなければなら
ないフィルム厚が減少するため、より高い処理量及び更に高い粘度のポリマー系には実質
的に垂直の表面が望ましい。
【００１２】
　特許文献３の設計（ルーフ－トラフ型棚段）もまた、ポリマー溶融体を、傾斜棚段を上
部から底部へと降下する２つの同等の流れ（一方の流路が他方の流路の鏡像である）に分
割することによって、ポリマーの深さをある程度制御した。簡単な傾斜棚段を超えるＬｅ
ｗｉｓらの設計革新は、真空環境内に棚段を密封するのに必要な反応器容積の減少であっ
た。ポリマー流を分割することによって、棚段が所望の傾斜、従って所望のポリマー深さ
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を達成するのに必要な縦寸法（高度差）を減少させた。ルーフ－トラフ構造は、ポリマー
流の各半分が次の棚段に落下する前に移動しなければならない棚段の水平長さを短縮する
。ポリマー流の各半分は水平距離を半分移動するので、それぞれの滞留時間は、より小さ
い垂直高さを用いながら、簡単な傾斜棚段とほぼ同じである。
【００１３】
　生産速度の増加につれて、ルーフートラフの設計コンセプトは、ポリマー流をより多く
の同等の流れに一般に２進法で分割する（即ち２つ、４つ、８つというように）ことによ
って拡大できる。従って、ポリマー処理量に対応するために反応器のサイズを増加させる
ので、反応器容積の良好な利用が維持される。
【００１４】
　しかし、Ｌｅｗｉｓのルーフ－トラフ型棚段設計を用いたとしても、目的重合度が押し
上げられ且つ／又はより良好な品質を得るために物質移動対滞留時間の運転ウィンドウが
狭められるにつれて、反応器容積の利用は低下する。目標重合度が押し上げられるにつれ
て、ポリマー粘度は増加し、従って、同じポリマー深さ要件を維持するためには、より急
勾配の棚段傾斜が必要となる。同様に、浅いポリマー深さを目標とすることによって物質
移動を増加させようとする場合には、より急勾配の棚段が必要である。ある時点で、傾斜
は本質的に垂直（水平から６０°より大きい傾斜）になり、それ以上傾斜を変化させても
、処理量と粘度の所定の組合せに対して深さをそれほど浅くすることはできない。この範
囲の高い処理量、目標とする浅い深さ及び高粘度において、本明細書中に記載した本発明
のフィルム生成及びフィルム支持構造は、所定の反応装置断面積内のポリマーシートの数
を増加させ、それによって高い処理量及びより良好な物質移動を実現する。
【００１５】
【特許文献１】米国特許第５，４６４，５９０号
【特許文献２】米国特許第５，４６６，４１９号
【特許文献３】米国特許第４，１９６，１６８号
【特許文献４】米国特許第３，８４１，８３６号
【特許文献５】米国特許第３，２５０，７４７号
【特許文献６】米国特許第２，６４５，６０７号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　従って、高粘度、高処理量及び薄いフィルムの組合せのための縦型重力流駆動重合反応
装置中の空間をより効率的に利用する重縮合反応器中のフィルム生成及びフィルム支持の
改良された設計が必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明は、一実施態様において、高粘度、高処理量及び薄いポリマー溶融体フィルムの
組合せのための縦型重力流駆動重合反応装置用の固定内部部材のバンドルアセンブリを提
供することよって、先行技術の１つ又はそれ以上の問題を克服する。本発明は、目的重合
度の達成に重力と垂直落下のアプローチも用いた初期の設計の機能拡張である。このよう
な初期の設計は特許文献１～６に開示されている。これらの特許の開示全体を引用するこ
とによって本明細書中に組み入れる。本発明は、「バンドルアセンブリ（bundle assembl
y）」と称するものの内部に新規部材を用いることによって、重合が行われるのに充分な
液体ホールドアップ時間を依然として達成しながら、液体が反応装置の雰囲気と接触する
大きい表面積を提供する。反応器は、バンドルアセンブリを取り巻く空間の圧力及び温度
を共に制御する手段を提供する。
【００１８】
　本発明のバンドルアセンブリは、１つ又はそれ以上の固定フィルム発生体を含む。バン
ドルアセンブリは、更に、フィルム支持構造体の１つ又はそれ以上の固定配列を含み、こ
の配列はフィルム発生体によって隔てられている。典型的には、フィルム支持構造体の各
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配列は、１つの列内のフィルム支持構造体の全てが同じ高度（即ち高さ）にあることを特
徴とする１つ又はそれ以上の列を成して配置される。反応器内のバンドルアセンブリ中の
部材の垂直配置によって、ポリマー溶融体は容器内部の縦方向の長さを滝のように落下す
る。
【００１９】
　フィルム発生体は、流動ポリマー流を２つ又はそれ以上の独立した流動流に細分するこ
とによって、自由表面（free surface）の数を増加させる任意の装置である。ポリマー溶
融体を分割することによって、ポリマー溶融体はその下に位置するフィルム支持構造体に
より均一に適用されることができる。更に、フィルム発生体は、流動ポリマー流のために
多量の自由表面積を生じ、それがフィルム支持構造体によって保持され且つ／拡大される
。
【００２０】
　フィルム支持構造体の配列は固体表面を提供し、その上をフィルム発生体からのポリマ
ー流が流れる。各フィルム支持構造体は、第１の側面と第２の側面を有する。各細分ポリ
マー流の一部は第１の側面上を流れ、細分ポリマー流のもう一方の部分は第２の側面上を
流れる。このようにして、フィルム支持構造体は流動ポリマーで被覆される。フィルム支
持構造体は通常、水平面から少なくとも６０°、好ましくは約９０°に向けられる。フィ
ルム支持構造体の列はさまざまな方法で作らることができる。例えば、１つの列は、水平
方向に間隔をあけて配置された複数の平面フィルム支持構造体を同じ高度に取り付けるこ
とによって形成できる。このような配列に関しては、隣接するフィルム支持構造体の面の
間の直線間隔又は法線間隔（normal spacing）は所定の列について好ましくは一定である
。別法として、１つの列は、実質的に垂直な線の回りにフィルム支持構造体を配置するこ
とよって形成することができる。この後者の場合には、隣接フィルム支持構造体の間の角
度間隔は、所定の列内では好ましくは一定である。フィルム支持構造体は平面である必要
はない。例えば、フィルム支持構造体の１つの配列は、一連の同心円筒又は長円から作る
ことができる。別の変型においては、１つの配列は、垂線の回りにフィルム支持構造体を
らせん状に配置することによって作ることができる。
【００２１】
　場合によっては、複数のフィルム発生体とフィルム支持構造体の配列を垂直に配置して
、バンドルアセンブリを形成する。フィルム支持構造体の垂直に配置された列は、典型的
には最も高い位置の列、最も低い位置の列及び場合によっては１つ又はそれ以上の中間の
位置の列を含む。次に、各列は、ポリマー溶融体がフィルム支持構造体と接触したときに
ポリマー溶融体が重力下で下向きに動くように位置付けされた１つ又はそれ以上のフィル
ム支持構造体を含む。列の配置は、各列（最も低い列を除く）がポリマー溶融体を、垂直
方向に隣接するより低い位置のフィルム発生体又はフィルム支持構造体の列に移動させる
ような配置である。フィルム支持構造体の列の間にフィルム発生体を存在させることによ
って、フィルム支持構造体の数、向き又は表面形状を１つの列から次のより下方の列に向
かって変化させることが容易である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　図１は、フィルム発生体及び平行なフィルム支持構造体を示す、本発明の一実施態様の
バンドルアセンブリの断面図であり；
　図２は図１のバンドルアセンブリに関するポリマー溶融体流を示し；
　図２Ｂはフィルム支持構造体の両側面におけるフィルム発生体からのポリマー溶融体フ
ィルムをより詳細に示し；
　図３Ａは、平面フィルム支持構造体の上縁とその上部のフィルム発生体の断面図であり
、フィルム発生体はハーフパイプを利用して、溶融流を分割し、フィルムを作り、次いで
フィルムを、適切に間隔をあけて配置されたフィルム支持構造体に向けて誘導し；
　図３Ｂは、平面フィルム支持構造体の上縁とその上部のフィルム発生体の断面図であり
、フィルム発生体は等辺山形鋼（equal leg angle）を利用して、溶融流を分割し、フィ
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ルムを作り、次いでフィルムを、適切に間隔をあけて配置されたフィルム支持構造体に向
けて誘導し；
　図４Ａは、本発明の１つの変型においてフィルム支持構造体として使用する、フレーム
に入れられた中実板の斜視図であり；
　図４Ｂは、本発明の１つの変型においてフィルム支持構造体として使用する、フレーム
に入れられたメッシュ状スクリーンの斜視図であり；
　図４Ｃは、本発明の１つの変型においてフィルム支持構造体として使用する、フレーム
に入れられた１組の、垂直及び平行ワイヤー又はロッドの斜視図であり；
　図５Ａは等しい角度間隔の平面を利用する１列のフィルム支持構造体の斜視図であり；
　図５Ｂは図５Ａのフィルム支持構造体の上方に位置付けられたフィルム発生体の斜視図
であり；
　図６Ａは同心円筒を利用する１列のフィルム支持構造体の斜視図であり；
　図６Ｂは図６Ａのフィルム支持構造体の上方に位置付けられたフィルム発生体の斜視図
であり；
　図６Ｃはらせん状配置を利用するフィルム支持構造体の斜視図であり；
　図６Ｄは図６Ｃのフィルム支持構造体の上方に位置付けられたフィルム発生体の斜視図
であり；
　図７Ａは取付ラック中のフレームに入れられた平行中実板フィルム支持構造体の１つの
列の斜視図であり；
　図７Ｂは取付ラック中のフィルム支持構造体用メッシュ状スクリーン又はパンチングメ
タルシートの１つの列の斜視図であり；
　図７Ｃは取付ラック中のフィルム支持構造体用の、フレームに入れられた１組のワイヤ
ー、ロッド又はチューブの１つの列を示す斜視図であり；
　図８Ａはバンドルアセンブリを形成するためのフィルム発生体及びフィルム支持構造体
のラック（列）の段積みを示す斜視図であり、各ラックは同じ型のフィルム支持構造体を
保持し；
　図８Ｂはバンドルアセンブリを形成するためのフィルム発生体及びフィルム支持構造体
のラック（列）の段積みを示す斜視図であり、各ラックは異なる型のフィルム支持構造体
を保持し；
　図９は本発明のバンドルアセンブリを密封する容器から成る重合反応装置の側面図であ
る。
【００２３】
　本発明者らに現在わかっている、本発明を実施するための最良の形態を構成する、本発
明の現在好ましい組成物又は実施態様及び方法について、以下に詳細に言及する。
【００２４】
　本発明の一実施態様においては、ポリマー溶融体を重合させるための反応装置中に配置
するのに適合したバンドルアセンブリを提供する。図１及び２を参照すると、本発明のバ
ンドルアセンブリの一実施態様の略断面図が、ポリマー溶融体と共に、また、ポリマー溶
融体を伴わずに示されている。バンドルアセンブリ１０は、支持構造体１２を含む。バン
ドルアセンブリ１０は、また、固定フィルム発生体１４と、それに続く垂直フィルム支持
構造体の固定配列２４を含む。典型的には、固定配列２４は、実質的に等しい高度（即ち
高さ）に位置付けられた、１列の垂直フィルム支持構造体である。更に、前記配列及びフ
ィルム発生体は、運転中に動かないので固定（stationary）と称する。ここで使用する用
語「フィルム支持構造体」は、ポリマー溶融体が上を流れることができる第１の表面及び
第２の表面を有する物体を意味する。バンドルアセンブリ１０は、場合によっては、更に
、フィルム支持構造体の１つ又はそれ以上の追加の配列（例えば列）２６、２８、３０及
び固体フィルム発生体の１つ又はそれ以上の別の列３２、３４、３６を含む。追加の配列
２６、２８、３０が存在する場合には、配列２４が最も高い位置の配列であり、配列３０
が最も低い位置の配列である。配列２４～３０のそれぞれは、１つ又はそれ以上のフィル
ム支持構造体を含む。１つの変型において、配列２４～３０のぞれぞれは、複数のフィル



(10) JP 2008-540734 A 2008.11.20

10

20

30

40

50

ム支持構造体３８、４０、４２、４４を含む。配列２４～３０のぞれぞれにおいて、複数
のフィルム支持構造体３８、４０、４２、４４は、ばらつきのない（又は一致した）（co
nsistent）クリアランスを有する、水平方向に間隔をあけて配置された実質的に垂直の逐
次表面を有するように整列させる。これに関連して使用する「ばらつきのない（又は一致
した）クリアランス」は、フィルム支持構造体が、隣接ポリマーの自由表面が融合するの
を防ぎ且つポリマー溶融体４６の自由表面積の損失を生じないようにするのに充分な距離
で隔てられることを意味する。１つの変型において、水平方向の間隔をあけて配置された
これらの表面はまた、実質的に平行である。
【００２５】
　典型的には、フィルム支持構造体３８、４０、４２、４４のそれぞれは、実質的に垂直
であり、各フィルム支持構造体と水平面との角度は約６０°又はそれ以上である。本発明
の１つの変型において、複数のフィルム支持構造体３８、４０、４２、４４の各フィルム
支持構造体は実質的に垂直であり、各フィルム支持構造体と水平面との角度は約８０°又
はそれ以上である。本発明の別の変型において、複数のフィルム支持構造体３８、４０、
４２、４４の各フィルム支持構造体は実質的に垂直であり、各フィルム支持構造体と水平
面との角度は約８０°から好ましくは約９０°までである。本発明の更に別の変型におい
て、複数のフィルム支持構造体３８、４０、４２、４４の各フィルム支持構造体は実質的
に垂直であり、各フィルム支持構造体と水平面との角度は約９０°である。複数のフィル
ム支持構造体３８～４４の各フィルム支持構造体は、ポリマー溶融体４６が複数のフィル
ム支持構造体３８～４４の１つのフィルム支持構造体と接触したときにポリマー溶融体４
６が重力下で下向きに動くように位置付けられる。更に、別の配列２６、２８、３０が存
在する場合には、垂直に配置された配列２４、２６、２８の各配列は、ポリマー溶融体４
６を、垂直方向に隣接するより下方の配列に移す。
【００２６】
　図１のフィルム支持構造体の表面の平行配置は、１つの列中の表面間の直線間隔又は法
線間隔が均一である。別法として、表面は、上から見たときにフィルム支持構造体が車輪
のスポークにそっくりに見えるように均一な角度間隔であるように垂線の回りに配置され
ることができる。更に、フィルム支持構造体３８、４０、４２、４４の表面は平面でなく
てもよい。これらは、隣接するフィルム支持構造体の表面間のクリアランスがばらつきな
く任意の形状及び向きであることができる。従って、平板、円筒のような同心形状及びら
せん状表面からなるフィルム支持構造体は全て本発明の範囲内に含まれる。説明上、図１
、２、３、４、７、８及び９には、長方形の平らで平行な支持表面を示してある。
【００２７】
　図２Ａ及び２Ｂを参照すると、ポリマー溶融体４６の流れを示す略断面図が示されてい
る。これらは、フィルム発生体上部のポリマープール、フィルム発生体からの複数のポリ
マー流を含み、得られるポリマーフィルムが平行なフィルム支持構造体上に示されている
。ポリマー溶融体４６は、バンドルアセンブリ１０の上部において導入され、最初に入口
フィルム発生体１４に入る。入口フィルム発生体１４はその流れを流れ５２、５４、５６
、５８に分割し、それらは複数のフィルム支持構造体３８の各フィルム支持構造体に向か
って流れる。ポリマー溶融体４６の流れは、複数のフィルム支持構造体３８の各フィルム
支持構造体の側面６２、６４に沿って同じようにして進む。ポリマー溶融体４６は、複数
のフィルム支持構造体３８の底部に達するまで重力下で流下する。次いで、ポリマー溶融
体４６はフィルム発生体３２まで進み、フィルム発生体３２がその流れを流れ６６、６８
，７０、７２に分割する。このプロセスは、複数のフィルム支持構造体４０、４２、４４
及びバンドルアセンブリ１０の底部に達するまで存在し得るフィルム支持構造体の任意の
別の配列について同じように進む。配列２４～３０の各フィルム支持構造体は、ポリマー
溶融体４６がバンドルアセンブリ１０を通って流れるときにフィルム支持構造体３８～４
４の両側面が用いられるように位置付けられる。例えば、図２Ｂに示すように、ポリマー
溶融体４６の第１の部分７４は重力下でフィルム支持構造体３８の第１の側面７６上を流
れ、ポリマー溶融体４６の第２の部分７８は重力下でフィルム支持構造体３８の第２側面
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８０上を流れる。最終的に、フィルム支持構造体の単一列内で、隣接フィルム支持構造体
は、ポリマー溶融体４６が定常状態運転の間にバンドルアセンブリ１０を通って流れると
きにポリマー溶融体の第１の部分７４と第２の部分７８が、それぞれが独立して、隣接フ
ィルム支持構造体間の距離の好ましくは約１０％の厚さを有するような距離で隔てられる
。
【００２８】
　フィルム発生体は、フィルム支持構造体に向かうポリマーの流れを均一に細分するのに
使用できる任意の装置である。平行な平面フィルム支持構造体用のフィルム発生体を形成
するために、ロッド、パイプ、ハーフパイプ及び山形材の配列は容易に配置できる。より
複雑なフィルム支持構造体については、フィルム発生体は、適切に位置付けられた開口部
の配列を加えることによって板から形成できる。図３Ａ及び３Ｂを参照すると、フィルム
発生体１４、３２、３４、３６に使用できるいくつかの設計変型の略図が示されている。
図３Ａにおいては、フィルム発生体１００は、間隙１０４を形成するように、距離ｄ1だ
け隔てられたハープパイプ１０２を使用する。それに続くフィルム支持構造体１０６は、
水平距離ｄ2だけ隔てられ、間隙１０４の中央と一直線に並ぶように位置付けられる。更
に、フィルム支持構造体１０６が、フィルム発生体１００底部の下方に垂直距離ｄ3の位
置に存在する。間隙１０４の中央とそれに続くフィルム支持構造体１０６との整列は、両
側面１１２、１１４がポリマー溶融体４６で被覆されることを保証する。図３Ｂに示した
別の変型において、フィルム発生体１２０は、間隙１２４を形成するように距離ｄ4だけ
隔てられたフィルム発生体用の等辺山形鋼１２２を含む。それに続くフィルム支持構造体
１２６は水平距離ｄ5だけ隔てられ、間隙１２４と一直線に並ぶように位置付けられる。
更に、フィルム支持構造体１２６が、フィルム発生体１２０底部の下方に垂直距離ｄ6の
位置に存在する。この場合にも、間隙１２４とフィルム支持構造体１２６とのアラインメ
ントは、両側面１３２、１３４がポリマー溶融体４６で被覆されることを保証する。典型
的には、距離ｄ1及びｄ4は約０．２５～約２インチであり、距離ｄ2及びｄ5は約０．５～
約１０インチであり、距離ｄ3及びｄ6は約０～約２インチである。好ましくは、距離ｄ2

及びｄ5は約０．７５～約３インチである。他の変型において、フィルム支持構造体は別
法として、間隙１０４、１２４を完全に貫通できる。このフィルム発生体の構造は、フィ
ルム支持構造体の両側面に単一の流れを供給するように、又は２つの分離した流れを供給
するように構成されることができ、１つの流れがフィルム支持構造体の各側面に流れる。
【００２９】
　図４Ａ、４Ｂ及び４Ｃを参照すると、バンドルアセンブリ１０に使用できる種々の型の
フィルム支持構造体３８～４４のうちのいくつかの斜視図が示されている。図４Ａは、フ
ィルム支持構造体３８～４４用の１つの変型に使用される、フレームに入れられた中実（
solid）平板の斜視図を示す。この変型においては、フィルム支持構造体１４０は、中実
板セクション１４２とフレームセクション１４４、１４６を含む。フレームセクション１
４４、１４６は、フレームに入れられたフィルム支持構造体の支持ラックへの装着を助け
、フィルム支持構造体の形状及び位置を保つ機械的強度を加える。図４Ｂは、フィルム支
持構造体３８～４４の一変型に使用できる、フレームに入れられたメッシュを含む有孔フ
ィルム支持構造体の斜視図を示す。この変型においては、フィルム支持構造体１５０は、
メッシュセクション１５２とフレームセクション１５４、１５６を含む。メッシュセクシ
ョン１５２には任意のメッシュ様式を使用できる（即ち、ワイヤークロス又はファブリッ
ク、メッシュ状スクリーン、パンチングメタル又はエクスパンデッドメタルシート）。典
型的には、有孔フィルム支持構造体中の開口部は０．２５～３インチの範囲である。図４
Ｃは、フィルム支持構造体３８～４４の別の変型に使用できる、フレームに入れられた１
組の実質的に垂直なワイヤーの斜視図を示す。この変型においては、フィルム支持構造体
１６０は、ワイヤーフィルム支持構造体セクション１６２とフレームセクション１６４、
１６６を含む。ワイヤーフィルム支持構造体セクション１６２は、１組の実質的に同一平
面上にあって実質的に平行なワイヤー１６８によって形成される。ワイヤーの直径は典型
的には約０．０１０～約０．１２５インチであり、ワイヤー間の間隔は約０．２５～約２
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．０インチである。ワイヤーに言及するが、ロッド又はチューブも同様に使用でき、円形
断面は必要ではない。
【００３０】
　図５Ａ及び５Ｂを参照すると、図１のフィルム支持構造体の平行配置に代わるものの一
例が示されている。この実施態様においては、フィルム支持構造体は、非平行構造で配置
される。図５Ａは、隣接フィルム支持構造体の間に等しい角度間隔を用いて垂線の回りに
配置された平面フィルム支持構造体１８０の使用を示す斜視図を示している。図５Ｂは、
別の角度から見た図５Ａのフィルム支持構造体の上方に置かれたフィルム発生体１８２の
斜視図を示す。フィルム発生体１８２は、平面フィルム支持構造体の方に向けてポリマー
溶融体を導入するように位置付けられた開口部１８４の配列を含む。
【００３１】
　図６Ａ，６Ｂ、６Ｃ及び６Ｄを参照すると、図１のフィルム支持構造体に使用される平
面に代わるものの例が示されている。図６Ａは、同心円筒１９０、１９２、１９４の形態
のフィルム支持構造体の使用を示す斜視図を示す。図６Ｂは、図６Ａの同心円筒の上方に
置かれたフィルム発生体１９６の斜視図を示す。フィルム発生体１９６は、円筒形フィル
ム支持構造体に向けてポリマー溶融体を導入するように位置付けられた開口部１９８の配
列を含む。同様に、図６Ｃは、らせん状フィルム支持構造体２００の斜視図を示し、図６
Ｄは、らせん状フィルム支持構造体２００の上方に位置付けられたフィルム発生体２０２
の斜視図を示す。この場合も、フィルム発生体２０２は、らせん状フィルム支持構造体２
００の表面に向けてポリマー溶融体を導入するように位置付けられた開口部２０４の配列
を含む。同様に当然のことながら、図６Ａ～Ｄのフィルム支持構造体中の切れ目又は間隙
も本発明の範囲内と考えられる。
【００３２】
　本発明のバンドルアセンブルの種々の部材は、アセンブリを単純にするために本質的に
はモジュール式であるのが有利である。図７Ａ、７Ｂ及び７Ｃを参照すると、本発明にお
いて記載した種々の平面フィルム支持構造体のいくつかを保持する支持ラック２１０の斜
視図が示されている。図７Ａは、フレームに入れられた中実平板フィルム支持構造体１４
０を保持する支持ラック２１０を示している。図７Ｂは、フレームに入れられたメッシュ
フィルム支持構造体１５０を保持する支持ラック２１０を示している。最後に、図７Ｃは
、フレームに入れられたワイヤーフィルム支持構造体１６２を保持する支持ラック２１０
を示している。当然のことながら、支持ラック２１０は、フレームに入れられた中実板フ
ィルム支持構造体１４０、フレームに入れられたメッシュフィルム支持構造体１５０及び
フレームに入れられたワイヤーフィルム支持構造体１６２の任意の所望の組合せを保持す
ることができる。典型的な用途において、ラック２１０は１つの型のフィルム支持構造体
のみを保持する。
【００３３】
　同様に当然のことながら、複数のフィルム発生体及びフィルム支持構造体の配列を積み
重ねて、ポリマー溶融体により長い流路を提供することができる。図８Ａ及び８Ｂを参照
すると、バンドルアセンブリを形成するためにフィルム発生体及びラックに入れられたフ
ィルム支持構造体を積み重ねた斜視図が示されている。図８Ａは、各支持ラックが１列の
同じ型のフィルム支持構造体を保持するバンドルを示す斜視図である。バンドル２１２は
、入口フィルム発生体２１４を含む。入口発生体２１４は、フィルム支持構造体２１６の
１つの配列を保持するラック２１０の上部に位置付けられる。ラック２１０は、前記フィ
ルム発生体を含む中間フィルム発生体２１８の上部に位置付けられる。中間フィルム発生
体２１８は、フィルム支持構造体２１６の第２の配列を保持する支持ラック２２０の上部
に位置付けられる。この場合も、ラック２２０は、中間フィルム発生体２２２の上部に位
置付けられ、中間フィルム発生体２２０が次にラック２２４の上部に位置付けられる。こ
の例は、３つのラックを有するバンドルアセンブリを示しているが、当然のことながら、
任意の数の支持ラックを使用できる。更に、この例は、全てが同一の型の中実板である１
組のフィルム支持構造体２１６を利用するが、異なる型のフィルム支持構造体（即ち、中
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実、メッシュ又はワイヤー）の組合せを使用することもできる。図８Ｂは、フィルム支持
構造体の各ラック（列）が異なる型のフィルム支持構造体を使用するバンドルを示す斜視
図である。この変型において、バンドル２３０は入口フィルム発生体２１４を含む。入口
フィルム発生体２１４は、１つの配列のフィルム支持構造体２３２を保持するラック２１
０の上部に位置付けられる。フィルム支持構造体２３２は、フレームに入れられた中実平
板フィルム支持構造体である。ラック２１０は、前記フィルム発生体を含む中間フィルム
発生体２３８の上部に位置付けられる。中間フィルム発生体２３８は、第２の配列のフィ
ルム支持構造体２４２を保持するラック２４０の上部に位置付けられる。フィルム支持構
造体２４２は、フレームに入れられたメッシュフィルム支持構造体である。この場合も、
ラック２４０は中間フィルム発生体２４８の上部に位置付けられ、それは次にラック２４
４の上部に位置付けられる。ラック２４４は、第３の配列のフィルム支持構造体２４６を
保持する。フィルム支持構造体２４６は、フレームに入れられたワイヤーフィルム支持構
造体である。
【００３４】
　例の大部分は３つのフィルム発生体を示しているが、必要な実際の数は因子の数によっ
て異なる。中間フィルム発生体は、逐次列中のフィルム支持構造体の数を変えるのに有用
であることが多い。効率的な空間利用を実現するために、１列のフィルム支持構造体内の
水平間隔は、液体（即ちポリマー溶融体）の溶融粘度に合わせることができる。従って、
粘度が反応装置の上部から底部に向かって増加するにつれて、隣接フィルム支持構造体間
の最小水平間隔は増加する。典型的には、結果的に、１列内のフィルム支持構造体の数は
減少する。中間フィルム発生体はまた、フィルム支持構造体の向きを変える、例えば、逐
次列内のフィルム支持構造体を反応装置の中心線の回りに９０°回転させることを容易に
する。
【００３５】
　本発明の別の実施態様において、前記バンドルアセンブリを利用する重合反応装置が提
供される。図９を参照すると、重合反応装置２５０は、バンドルアセンブリ１０と垂直に
配設された収納（containment）２５２を含む。ポリマー溶融体入口２５４は、垂直に配
設された収納２５２の上部近くに取付けられ、ポリマー溶融体出口２５８は外殻２５２の
底部２６０の近くに取り付ける。更に、重合反応装置２５０は、また、外殻２５２に取付
られた蒸気出口２６２を含む。最終的には、重合反応装置２５０は、前述のように、ポリ
マー溶融体入口からのポリマー溶融体を受け且つポリマー溶融体をポリマー溶融体出口に
移すバンドルアセンブリ１０を含む。重合装置２５０は、また、ポリマー溶融体を流体の
状態に保つためのヒーター（図示せず）及び重合反応装置内部の圧力を低下させるための
真空ポンプ（図示せず）を含む。真空ポンプは、典型的には、蒸気出口２６２を通して作
動する。具体的には、バンドルアセンブリ１０は、フィルム支持構造体２７２、２７４、
２７６の配列並びにフィルム発生体２７８、２８０及び２８２を含む。この実施態様の別
の変型においては、図９においてフィルム支持構造体２７２、２７４、２７６に関して示
された積層配置に加えて、又はその代わりに、フィルム支持構造体を並列に設置すること
ができる。最終的に、バンドルアセンブリの運転は前述のバンドルアセンブリと同じであ
る。
【００３６】
　フィルム支持構造体は、ポリマー溶融体の保持を行う容器中にはめ込み、それによって
反応装置内の液体滞留時間と反応条件への液体の暴露を増加させる。液体滞留時間は、気
液表面積の増加及びその更新の増進によって達成される副生物遊離速度の増大に重合速度
が遅れずについて行くのに充分な時間を可能にするために必要である。この設計は、ルー
フ－トラフ型棚段のような先行技術に比較して、蒸気がポリマーから出るためのより多く
の自由表面積を提供するだけでなく、より多くの平行流路を提供するのでフィルムの厚さ
は減少される。
【００３７】
　本発明の更に別の実施態様において、前記バンドルアセンブリを用いた、ポリマー溶融
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体中の重合度の増大方法が提供される。本発明のこの方法は、ポリマー溶融体を充分な温
度及び圧力においてバンドルアセンブリ中に導入することを含む。このバンドルアセンブ
リの詳細は前述の通りである。この実施態様の方法は、最も高い位置のフィルム発生体を
、次いでフィルム支持構造体の最も高い位置の列をポリマー溶融体と接触させることを含
む。次に、任意の中間フィルム発生体及びフィルム支持構造体の列をポリマー溶融体と接
触させる。最後に、フィルム支持構造体の最も低い位置の列をポリマー溶融体と接触させ
る。フィルム支持構造体の最も低い位置の列を通り過ぎた後、ポリマー溶融体はバンドル
アセンブリから落下する。バンドルアセンブリから取り出されたポリマー溶融体は有利な
ことに、ポリマー溶融体がバンドルアセンブリ中に導入された時点よりも高い重合度を有
する。この実施態様の１つの変型において、反応温度は約２５０～約３２０℃であり、反
応圧力は約０．２～約３０トルである。
【００３８】
　本発明の実施態様を示し且つ説明したが、これらの実施態様は本発明の考えられる全て
の形態を示し且つ説明するものではない。むしろ、本明細書中の用語は限定ではなく説明
の用語であり、本発明の精神及び範囲から逸脱しないならば種々の変更が可能であること
はいうまでもない。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】フィルム発生体及び平行なフィルム支持構造体を示す、本発明の一実施態様のバ
ンドルアセンブリの断面図である。
【図２Ａ】図１のバンドルアセンブリに関するポリマー溶融体流を示す。
【図２Ｂ】フィルム支持構造体の両側面におけるフィルム発生体からのポリマー溶融体フ
ィルムをより詳細に示す。
【図３Ａ】平面フィルム支持構造体の上縁とその上部のフィルム発生体の断面図である。
【図３Ｂ】平面フィルム支持構造体の上縁とその上部のフィルム発生体の断面図である。
【図４Ａ】本発明の１つの変型においてフィルム支持構造体として使用する、フレームに
入れられた中実板の斜視図である。
【図４Ｂ】本発明の１つの変型においてフィルム支持構造体として使用する、フレームに
入れられたメッシュ状スクリーンの斜視図である。
【図４Ｃ】本発明の１つの変型においてフィルム支持構造体として使用する、フレームに
入れられた１組の、垂直及び平行ワイヤー又はロッドの斜視図である。
【図５Ａ】等しい角度間隔の平面を利用する１列のフィルム支持構造体の斜視図である。
【図５Ｂ】図５Ａのフィルム支持構造体の上方に位置付けられたフィルム発生体の斜視図
である。
【図６Ａ】同心円筒を利用する１列のフィルム支持構造体の斜視図である。
【図６Ｂ】図６Ａのフィルム支持構造体の上方に位置付けられたフィルム発生体の斜視図
である。
【図６Ｃ】らせん状配置を利用するフィルム支持構造体の斜視図である。
【図６Ｄ】図６Ｃのフィルム支持構造体の上方に位置付けられたフィルム発生体の斜視図
である。
【図７Ａ】取付ラック中のフレームに入れられた平行中実板フィルム支持構造体の１つの
列の斜視図である。
【図７Ｂ】取付ラック中のフィルム支持構造体用メッシュ状スクリーン又はパンチングメ
タルシートの１つの列の斜視図である。
【図７Ｃ】取付ラック中のフィルム支持構造体用の、フレームに入れられた１組のワイヤ
ー、ロッド又はチューブの１つの列を示す斜視図である。
【図８Ａ】バンドルアセンブリを形成するためのフィルム発生体及びフィルム支持構造体
のラック（列）の段積みを示す斜視図である。
【図８Ｂ】バンドルアセンブリを形成するためのフィルム発生体及びフィルム支持構造体
のラック（列）の段積みを示す斜視図である。
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【図９】本発明のバンドルアセンブリを密封する容器から成る重合反応装置の側面図であ
る。
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